
久留米市遊休農地再生事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、遊休農地の解消及び再生利用の取組みのため、認定農業者等が

遊休農地等を新たに借用又は取得して農作物等の生産を再開するために行う再生

作業を支援するものであり、補助金の交付に関して必要な事項については、久留米

市補助金等交付規則（昭和５０年３月３１日久留米市規則第５号。以下「規則」と

いう。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（対象事業） 

第２条 補助金交付の対象となる事業（以下「対象事業」という。）は、農地の障害物

除去、深耕、整地及びこれらの作業と併せて行う土壌改良（肥料、有機質資材の投

入、緑肥作物の栽培等）等の事業とする。 

２ 対象事業を実施する者は、受注者を定め、実施計画書、仕様書及び設計図に基づ 

き、かつ、所定の請負代金をもって、所定の期間内に工事を完了させる場合（以下 

「請負施工」という。）又は、事業を自ら行う場合（以下「直営施工」という。）の 

いずれかの方法によって事業を実施することができる。 

３ 事業を実施できるのは、補助金交付の対象となる農地（以下「対象農地」という。） 

につき、１回限りとする。 

４ 補助金交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）が、自己資金若しくは

他の助成により事業を実施中又は既に完了している事業については、対象とする

ことはできない。 

 

（対象農地） 

第３条 対象農地は、久留米市内の農地であり、次の各号の全てを満たす農地とする。 

（１） 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第８条第２ 

項第１号に規定する農用地区域 

（２） 農地法（昭和２７年法律第２２９号）第３０条に規定する利用状況調査の 

結果、同法第３２条第１項第１号に該当する農地 

（３） 交付対象者が申請日前１年以内に新たに借用又は取得した農地 

２ 前項の要件を満たす農地において、次の各号のいずれかに該当するものは、まと

まりを有する１つの対象農地とする。 

（１） ２つ以上の農地が畦畔で接続しているもの 

（２） ２つ以上の農地が道路、水路その他これらに類するもので接しているもの 

（３） ２つ以上の農地が各々一隅で接続し、作業の継続に大きな支障がないもの 

（４） 段状をなしている２つ以上の農地の高低差が作業の継続に影響しないもの 

（５） ２つ以上の対象農地が耕作者の宅地に接続しているもの 

（６） その他、当事業の趣旨に照らして、市長が適当であると認めるもの 



３ 対象農地の面積は、農地法第５２条の２に規定する農地台帳又は実測によるもの

とする。 

 

（交付対象者） 

第４条 交付対象者は、対象事業を実施する次の各号のいずれかに定める者であって、

対象農地を新たに借用又は取得し、事業完了後、３年以上にわたって耕作を予定す

る者とする。 

（１） 認定農業者（農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１２

条第１項に規定する農業経営改善計画の認定を受けた者） 

（２） 認定新規就農者（農業経営基盤強化促進法第１４条の４第１項に規定する

青年等就農計画の認定を受けた者） 

（３） 農事組合法人（農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）第７２条の

４に規定する法人） 

（４） 集落営農（集落を単位として、農業生産過程における一部又は全部につい

ての共同化・統一化に関する合意の下に実施される営農）を行う組織 

 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第５条 補助対象経費については別表第１に、補助率及び補助金額については別表第

２に、加算条件については別表第３に定めるとおりとし、補助金額は予算の範囲内

で交付するものとする。 

２ 補助対象経費の積算等については、事業実施地域の実情に適した価格により算定

するものとする。 

３ 人件費は、実支払額又は久留米市農業委員会が定める標準農作業賃金算定表の一

般作業に定める金額のうち、低い額で算定するものとする。 

４ 請負施工においては、次の各号のとおり実施し、適正を期するものとする。 

（１） 工事の請負契約は、原則として、複数の業者による一般競争入札又は競争

見積等に付するものとする。 

（２） 交付対象者は、請負契約と同時に、受注者から工程表等を提出させるとと

もに、事業実施にかかる施工、管理等に関する一切の責任の事項等を受注者と

協議の上、決めておくものとする。 

（３） 交付対象者は、受注者が工事を完了したときは、受注者に工事完了届を提

出させるとともに、請負契約書に定められた期間内に完了検査を行ったうえで、

引渡しを受けるものとする。この場合において、完了検査に合格しないときは、

期間を定めて受注者に手直し工事を行わせ、検査に合格した後に、引渡しを受

けるものとする。 

 

（交付申請） 

第６条 規則第４条第１項第１号及び第２号に定める書類は次の各号のとおりとす 



る。 

（１） 収支予算書（第１号様式） 

（２） 事業実施計画書（第２号様式） 

（３） 事業実施位置図（実施場所を図示） 

（４） 写真（対象農地の状況が分かる写真。「近景」と「遠景」の２種類の写真を

２ヶ所以上の基点を定めて撮影する。） 

（５） 写真撮影位置図（（４）の撮影位置を記入する。） 

（６） 事業費積算表（計画）（第３号様式） 

（７） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類 

 

（交付条件） 

第７条 市長は、規則第７条に定める補助金の交付を決定する場合において、規則第 

６条に基づき、次の各号に掲げる条件を付するものとする。 

（１） 交付対象者は、事業完了後、３年以上にわたって対象農地において耕作し 

なければならない。 

（２） 交付対象者は、事業完了後、３年未満で対象農地において耕作できなくな

った場合は、新たな耕作者を確保しなければならない。 

（３） 交付対象者は、本事業により取得又は効用の増加した財産については、市

長の承認を受けることなく、補助金の交付目的に反して使用、譲渡、交換、貸

付け、又は担保に供してはならず、事業完了後においても善良な管理者の注意

をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。 

（４） 交付対象者は、前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める事項

を遵守しなければならない。 

 

（実績報告） 

第８条 規則第１５条第１号及び第２号に定める補助金実績報告書に添付すべき書

類は、次のとおりとする。 

（１） 収支決算書（第４号様式） 

（２） 事業完了報告書（第５号様式） 

（３） 写真（完了後のもの。交付申請時に提出した写真と同じ基点で撮影する。） 

（４） 作業参加（雇用）報告書（直営施工の場合）（第６号様式） 

（５） 事業費積算表（実績）（第７号様式） 

（６） 受注者から提出された工事完了届の写し及び完成図等（請負施工の場合） 

（７） 領収書又は支払の実績が分かるもの 

（８） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類 

 

（補助金の返還） 

第９条 交付対象者は、既に補助金等の交付を受けている場合で、規則第１９条に定 



める要件に該当する場合又は第７条に定める交付条件に該当しなくなった場合は、

補助金の全部又は一部を市長が定める期限までに返還しなければならない。 

 

（耕作状況の確認） 

第１０条 交付対象者は、本事業補助金交付年度の翌年度から３年間、本事業により

再生した農地の状況について、耕作状況報告書（第８号様式）にて市長に報告しな

ければならない。 

 

（関係書類の保管） 

第１１条 交付対象者は、補助金にかかる帳簿及び関係書類を本事業の完了した日の

属する年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

 

（雑則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 

（久留米市荒廃農地等利活用促進交付金交付要綱の廃止） 

２ 久留米市荒廃農地等利活用促進交付金交付要綱は廃止する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年８月５日から施行する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年７月１日から施行し、令和７年度事業から適用する。 

  



 

別表第１（第５条関係） 

方

法 
事業項目 補助対象経費 

請 

負 

施 

工 

１ 工事費 工事に直接必要な経費 

２ 需用費 

（消耗品費等） 

工事の施工に必要な消耗品、機械器具等の購入費（耐用年数

期間が、工事期間を超えるものを除く。）、燃料費、修繕費等 

３ 営繕費 工事の施工に必要な事務所、現場詰所等の設置及び借入れに

必要な経費 

直 

営 

施 

工 

１ 人件費 臨時職員（日々雇用者）等賃金、報酬、謝金等 

２ 需用費 

（消耗品費等） 

工事の施工に必要な消耗品、機械器具等の購入費（耐用年数

期間が、工事期間を超えるものを除く。）、燃料費、修繕費等 

３ 役務費 通信運搬費、手数料 

４ 委託料 委託料 

５  使用料及び 

賃借料 

打合せ会場使用料、物品・機械等の使用料又は賃借料 

６ 共済費 保険料 

 

 別表第２（第５条関係） 

重機利用の有無 補助率 補助金額 

重機利用有 
対象経費の 2分の 1以内とし、消費税及

び地方消費税は補助の対象外とする。 

補助金の額の上限は、 

100万円とする。 

また、1,000円未満の

端数が生じたときは、

その端数を切り捨て

た額とする。 

重機利用無 

対象経費の２分の１以内又は 10aあたり

50,000 円のうち、いずれか少ない額と

し、消費税及び地方消費税は補助の対象

外とする。 

 

別表第３（第５条関係） 

加算条件 

次の各号のいずれかに該当する場合は、別表第２における補助金の額の上限を、

150万円とする。また、1,000円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた

額とする。 
 

（１） 交付対象者が、集落営農を行う組織であって法人格を有するものである 

（２） 再生後の導入作物が、米、麦、大豆である 

（３） 対象農地が、次に定める地域である 

山本町、草野町、荒木町（藤田、荒木、白口）、上津町、藤山町、藤光町、高

良内町、田主丸町（森部、石垣、益生田、地徳、竹野、中尾） 

 

  


